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１． 宮崎県地域公共交通計画（令和６年２月策定）の概要

【計画の概要】
「広域的なバス」を将来にわたり持続可能なものとするために策定。

「需要の掘り起こし」、「運行の最適化・効率化」、「運行基盤の整備・充実」の３つを基本方針に設定。
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県地域公共交通計画で設定した各指標について、本協議会において毎年度確認した上で、達成状況に

応じた施策・事業の見直しを行うなど、ＰＤＣＡサイクルを繰り返しながら、計画の推進、進捗管理に取り

組むこととされている。

２． 計画の達成状況の評価、推進体制
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方針① ： 需要の掘り起こし 【目標：利用者数の増加】

（１） バス利用促進協議会の設置と効果的な利用促進策の検討・実施

【Ｒ６～】
宮崎県バス利用促進協議会（令和6年4月設置）において、
市町村や交通事業者等とともに、効果的な利用促進策を検討・実施。

令和6年 6月～7月 県民アンケート
3月 宮崎バスフェスタ開催（宮崎市）

令和7年 10月・12月 バス無料デー開催（計4日間）
3月 宮崎バスフェスタ開催（都城市）

（２） デジタル技術を活用した利便性向上

【Ｒ２～】
MaaSアプリ「my route」を通じ、鉄道やバスがシームレスに利用できるデジタルチケットを販売

（３） 企画乗車券の造成等による高齢者の利用促進

【Ｒ５～Ｒ６】
65歳以上の高齢者がバスを１乗車200円で利用できる企画乗車券「みやざきシニアパス」の造成を支援

【Ｒ７】
「みやざきシニアパス」の後継商品「宮交スマート65」の購入費（１万円）を半額助成

【令和7年度の取組状況】

「需要の掘り起こし」では、「バス無料デー」の実施やＭａａＳの推進、高齢者向けの企画乗車券の造
成支援等に取り組む。

３． 令和７年度の施策・事業
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（１） デジタル技術を活用した運行の効率化

【Ｒ５～Ｒ７】
運行の効率化を図るため、これまで定時定路線のバスが運

行していたエリアにおいて、ＡＩオンデマンドバス「宮交のるー
と」の導入に係る実証実験を支援

（実証実験箇所）
• 恒久・田吉地区（宮崎市）
• 月見ヶ丘・源藤地区（宮崎市）
• 希望ヶ丘・国富ヶ丘地区（宮崎市）

（２） 利用実態等に応じた地域間幹線バスのあり方の検討

【Ｒ６～】
地域間幹線バスを将来にわたり持続可能なものとするため、

各系統の状況を客観的に評価し、市町村や交通事業者とともに
評価結果に基づいた路線のあり方の検討・見直しを実施

【地域間幹線バスの評価指標】

方針② ： 運行の最適化・効率化 【目標：収支の改善】

「運行の最適化・効率化」では、ＡＩオンデマンドバスの導入支援や、評価指標による地域間幹線バス
の見直しに取り組む。

【令和7年度の取組状況】

３． 令和７年度の施策・事業

算定方法

① 幹線性 年間利用者数÷沿線人口

② 広域性 複数市町村をまたいだ利用者の割合

③ 生産性 平均乗車密度、輸送量

④ 採算性 収支率（＝運行収入÷運行経費）

⑤ 人口減少率 沿線人口の減少率（R2 → R12）

指標
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（１） 広域的なバスの運行等に対する支援

ア） 地域間幹線系統
• 国庫補助を活用しながら、事業者に対し、運行費及び車両減価償却費等を支援
• 国・県・市町村で追加支援を実施することで、事業者負担を大きく抑制

【特例教習に対する補助のスキーム】

方針③ ： 運行基盤の整備・充実 【目標：運転士数の増加】

３． 令和７年度の施策・事業

「運行基盤の整備・充実」では、地域間幹線バス等の運行支援や、大型二種免許の取得支援による
運転士確保等に取り組む。

【令和7年度の取組状況】

イ） 広域的コミュニティバス
• 運行主体である市町村に対し、運行費を支援

（２） 大型二種免許の取得支援等による運転士確保

・ 事業者に対し、県バス協会を通じ、大型二種免許の取得費用を支援
・ 事業者に対し、大型二種免許特例教習の受講費用を支援

欠損に対する補填・負担内訳

欠損額経常
収益

経常
費用 事業者

負担額

補助額

補助額
合計

追加補助協調補助

市町村県県国

2,096595,768177,934170,774123,530123,530593,672886,2441,479,916

令和7年バス事業年度
運行費の補助額等

（単位：千円）

※鹿児島交通の運行する路線を除く

欠損に対する補填・負担内訳
欠損額経常

収益
経常
費用 事業者

負担額市町村県

8,711159,834133,070301,61567,136368,751

（単位：千円）

令和7年バス事業年度
運行費の補助額等
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●各指標の評価

指標１（広域的なバスの利用者数）
・令和４年度（計画策定時）と比較し、令和７年度は利用者数が約2５万人増加。
・引き続き、目標達成に向け利用促進に努める必要がある。

指標２ー１（広域的なバスの収支率）
・令和４年度（計画策定時）と比較し、令和７年度は収支率が4.7％改善された。
・必要な路線を維持しつつ、需要に合った運行内容への見直しや、収益確保のための利用促進に努める必要がある。

指標２ー２（広域的なバスの運行に対する県の財政負担）
・令和４年度（計画策定時）と比較し、令和７年度の県の財政負担は約0.2億円増加。
・引き続き、利用実態に応じた運行内容への見直し及び利用促進により、欠損額の圧縮に努める必要がある。

指標３（乗合バスの運転士数）
・令和４年度（計画策定時）から減少が続いている。
・必要な路線を維持していくため、運転士確保に係る施策を継続・強化する必要がある。

※ 計画策定時（R3年度）の運転士数：272人

４． 数値指標の状況

方針①：需要の掘り起こし 【目標：利用者の増加】

目標値R7年度R6年度R5年度R4年度(計画策定時)数値目標

320万人2５６.8万人253.6万人242.8万人232.3万人広域的なバスの利用者数指標１

方針②：運行の最適化・効率化 【目標：収支の改善】

目標値R7年度R6年度R5年度R4年度(計画策定時)数値目標

60.0％55.５％55.2％56.0％50.8％広域的なバスの収支率指標２－１

2.6億円2.3億円2.1億円2.4億円
広域的なバスの運行

に対する県の財政負担
指標２－２

コロナ渦前の水準
(R元年：2.6億円）
を上回らない

方針③：運行基盤の整備・充実 【目標：運転士の増加】

目標値R7年度R6年度R5年度R4年度(計画策定時)数値目標

320人ー219人226人242人
乗合バスの運転士数

（正規職員）
指標３
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５． 令和８年度の施策・事業

宮崎県地域公共交通計画における施策・事業及び数値指標

〈課題〉
運転士不足等を背景に、路線バスの縮小が進む中、通学・通院・買物といった日常生活に欠かせない「移動の足」の
維持・確保も喫緊の課題（「交通空白」解消・防止に向けた取組強化）
バス基金による事業は令和８年度で終了

今後の方向性（イメージ）

④ 九州MaaSに関する事業

① 地域間幹線系統、広域的コミュニティバスへの運行費補助や、路線転換に要する費用等の補助

令和８年度のバス関連施策・事業

② バス利用促進強化に関する事業

県・市町村・バス事業者等で構成する「宮崎県バス利用促進協議会」により、バスの効果的な利用促進策の検討・実
施や、結節強化などの利便性向上に取り組む。

③ バス・タクシー運転士確保・定着支援に関する事業

運転士確保に係るPR費用、普通二種免許取得費用、就労環境改善に要する費用、外国人バス運転士の確保・育成
に要する費用を補助

〈目指す姿〉将来にわたり持続可能な地域公共交通ネットワークの構築

〈取組の方向性〉
バス基金終了後も、市町村・バス事業者と緊密に連携し、バス事業者の抜本的な経営改善やDXを推進するとともに、現
行と同水準の支援策を検討していく。
公共ライドシェア、施設送迎車両活用、互助輸送などのいわゆる白ナンバーも含めた地域の輸送資源をフル活用し、多
様な移動手段を確保することで、「交通空白」解消・防止を目指す。
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５． 令和８年度の施策・事業

バス事業者の先進事例に関する勉強会

講 師内 容

広島電鉄株式会社運輸現場のDX化について第１回

みちのりホールディングスバス業務DX/標準化の取組について

第２回 西日本鉄道株式会社職員の待遇改善・担い手確保施策について①

伊予鉄道株式会社職員の待遇改善・担い手確保施策について②

長崎自動車株式会社データを活用した路線再編について第３回

〈令和8年度に実施した研修会・勉強会の様子〉

対象者：県内バス関連事業者、市町村担当者等

上記以外にも、今年度中に、国土交通省COMmmmONS[コモンズ]
の他、バス事業に関連する勉強会を実施予定です。
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交通モデルの取組が市町村単位に点在し、広域的な展開につながっていない

スクールバス・施設送迎車等の地域輸送資源の共同化・協業化が進んでいない

交通モデル導入に必要な手順・ノウハウが県内で体系化されていない

上記の課題は、市町村単独では解決が困難な課題

６． 今後の検討事項

中山間地域における「交通空白」解消・防止に関する取組について

2. 国の動向等

• 国では、上記の課題を含め、従来の二種免許運転士の確保が困難になりつつあることを踏
まえ、公共ライドシェア、施設送迎車両活用、互助輸送などのいわゆる白ナンバーも含めた
地域の輸送資源のフル活用し、多様な移動手段を確保することで、「交通空白」解消・防止を
目指している。

県内の「交通空白」解消・防止に向けた課題

中山間地域における「交通空白」の解消・防止を図
るため、以下のような新たな施策の検討をすべき
ではないか。

スクールバスや施設送迎車両等の共同
化・協業化など地域輸送資源フル活用モ
デルを構築すべきではないか。

導入手順・課題・対応策を整理し、地域の
実情に即した導入マニュアルとして体系
化すべきではないか。

1. 現状と課題

• 中山間地域では、人口減少や高齢化が加速する中、運転免許を返納した高齢者をはじめ、
移動手段の確保に対する住民の不安が高まっている。

• 一方、運転士不足等を背景に、路線バスの縮小が進む中、通学・通院・買物といった日常
生活に欠かせない「移動の足」をいかに維持・確保するかが喫緊の課題となっている。

１９ 路線地域間幹線系統

23 路線
広域的
コミュニティバス

１４ 市町村
公共ライドシェア導
入市町村

県内の路線バス・公共ライドシェアの導入状況

互助輸送
（ボランティア輸送）

スクールバス・施設送迎車両
等の活用

公共ライドシェア

地域住民等が対価を得ずに
提供する輸送サービス

学生や施設利用者等と一般住民を一緒
に輸送する取組（混乗化）や、空き時
間を活用して一般住民を輸送する取組
（間合い利用）

市町村等が白ナンバー車両を
活用し、提供する輸送サービス概要

持続可能性(担い手の確保が難しい)
安全性（運行前の安全管理や事故時

の責任が曖昧になりやすい）

合意形成のハードルの高さ（防犯や安
全確保の観点から、学校・保護者・施

設等の理解が得られにくい）

合意形成のハードルの高さ
自治体の財政負担の大きさ課題

〈移動手段の確保策〉
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